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人口減少地域の郵便局等を活用した
行政サービス等の確保の推進について

総務省 情報流通行政局 郵政行政部 企画課



【はじめに（社会情勢の変化と郵便局の役割）】
１．日本の地域社会の現状
少子高齢化や人口減少の進展により、地方においても様々な社会課題を抱えています。
例えば、人口減少による地域経済の縮小を受けて、地方では、民間の各種サービスの統廃合が進む地域が増加。
また、自治体の支所・出張所数は減少し、令和５年に全自治体対象に実施したアンケート（「令和５年アンケート
調査」）で「支所・出張所の維持に困難を感じる場合がある」と回答した自治体は、22％となっています。
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出典：第25回情報通信審議会郵政政策部会資料 資料25－2
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２．地域社会における行政サービス・生活関連サービスについて
各市町村ごとの人口減少が進むことで、従来の行政サービスの維持も困難となる可能性があります。
また、生活サービス（小売・医療等）を提供する事業者・機関もサービス継続が困難となり拠点の縮小・廃止や支
所等の行政窓口の縮小・廃止が進むことで、地域で生活する住民に大きな影響を及ぼす可能性があります。

● 支所・出張所の縮小・撤退により、行政手続に係るアクセス性の低下
● 小売店の撤退による生活必需品等の購入に係るアクセス性の低下（いわゆる買い物難民）
● 医療機関の撤退により、住民の医療サービスへのアクセス性の低下 等

医療機関の撤退

小売店の撤退

無人駅化

金融機関の撤退

人口減少に伴い
生活インフラの提供事業者の撤退が加速

役場支所の廃止

郵便局は
法定義務により残存

【地域住民の生活利便性の低下】
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３．地方自治体のニーズ調査の結果について（2024年11月実施）
● 「地域交通」と「生活サービス（買い物支援）」といったサービスの不足に課題を抱えている自治体が多い中で、
今後、郵便局に委託して実施した取組についても「地域交通」と「生活サービス（買い物支援）」と回答した
自治体が多かった。

● これらの結果から、多くの地域では、住民の生活利便性の確保の観点から、特に地域交通や買い物支援はある
一定のニーズがあり、郵便局の利活用（コミュニティ・ハブ）においてもこれらのサービスはニーズがあると考えられる。
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現状

持続可能な地域社会

※法令上、郵便局は、あまねく全国において利用されるよう設置が義務づけられると
ともに、地域において一定の公的な役割を果たすことが期待されている※
（郵政民営化法第７条の２、日本郵便株式会社法第１条）

● 郵便局の公共性・地域性※を活かして、
郵便局を新たな行政サービス・生活サービスの提供拠点とする実証事業を実施します。

● 郵便局ネットワークを維持する責務を負う日本郵便が、郵便・貯金・保険の
ユニバーサルサービスを提供しながら、郵便局ネットワークを利活用し、
地域に必要なサービスの提供主体（自治体・生活サービス提供事業者等）と
連携することで、人口減少下においても持続可能な地域へ発展させることを目指します。

【総務省予算実証事業の概要】

予算額 1.5億円（令和７年度予算）

実証事業及び
その後の実装

医療機関の撤退

小売店の撤退

無人駅化
金融機関の撤退

人口減少に伴い
生活インフラの提供事業者の

撤退が加速
役場支所の廃止

郵便局は
法定義務により残存

4



行政サービス・生活サービスの提供に係る郵便局の活用事例

● 郵便局の公共性・地域性を活かし、郵便局を複数の機能・サービスを提供する拠点
として活用し、各地域の課題を解決し、地域の持続可能性の確保に貢献します。

オンライン診療 行政サービス

オンライン診療

オンライン
服薬指導

買い物支援 空き家調査

「郵便局活性化推進事業」及び「郵便局等の公的地域基盤連携推進事業」の実施結果等についてはこちら
https://www.soumu.go.jp/yusei/kasseika.html

※ 上記の事例以外でもご応募いただくことができます。

証明書の交付
オンライン行政相談

商品配送 拠点で受取

郵便局の
活用例
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配達地域に精通している郵便局社員が、
タブレットを用いて現状を確認し、自治体に調査結果を報告

【総務省予算実証事業の概要】

https://www.soumu.go.jp/yusei/kasseika.html


普及・展開客観的評価結果の分析実証の実施自治体選考実証自治体の公募

主体：請負者（コンサル等）

実証受託先の自治体（または自治体を中
心としたコンソーシアム）を公募する。日本郵
便を含む外部有識者を交えた選定委員会を
開催し、その結果に基づいて決定することとす
る。

主体：自治体

実証は自治体（または自治体を中心としたコ
ンソーシアム）が行う。実証結果については自
治体において分析を行い、個別実証案件に
関する報告書を作成・提出する。

主体：請負者・日本郵便・
総務省

請負者において、各地の実証を踏まえた
総括報告書を作成する。その際、客観
的な分析や事例を横断した評価を行う
こととする。
また、その後の普及・展開に向けて事例
集を作成する。
報告書及び事例集を総務省・日本郵
便で共有し、他自治体への展開に向け
働きかけを行う。請負者による進行管理

実証の進行管理を随時行う。

実証を実施
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

請負事業者決定・公募
に向けた調整 公募申請 実証期間 結果

とりまとめ

スケジュール（予定）

選定・実証先決定

【総務省予算実証事業の概要】



【特別交付税措置について】
● 人口減少が進み、地域の担い手確保が困難となる中、市町村において住民窓口機能
    をはじめとしたサービスの持続性が課題となっている。

● 市町村の窓口業務や地域課題対応を総合的に実施する郵便局等に対して、
    市町村が行政サービス、住民生活支援サービスを委託することに伴う初期経費
    について、特別交付税措置を講じる。

対象となる自治体

● 過疎地※に所在する郵便局等に窓口事務を委託する市町村
   ※ 日本郵便株式会社法施行規則第4条第2項第3号（離島、奄美、山村、小笠原、半島、過疎地域、沖縄離島）

● 具体的には、郵便局事務取扱法等※に基づき、戸籍謄本等公的証明書の
交付事務等を過疎地に所在する郵便局等に委託する市町村

     （令和7年2月末現在118団体）※ 公共サービス改革法第34条に基づく委託も含む。

行政サービス
（市町村への申請サポート、オンライン相談等） 住民生活支援サービス

 システム整備費
 回線・機器整備費
 レイアウト変更経費
 広報経費

 買い物支援のためのシステム整備費
 備品購入費
 広報経費
 オンライン診療のためのシステム整備費
 回線・機器整備費
 レイアウト変更経費

特別交付税措置率 0.5

【対象となる経費（具体的な対象事業の範囲（例）】

自治体窓口事務
オンライン診療

7


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8

